
東京都地方独立行政法人評価委員会 平成１９年度第３回公立大学分科会 会議次第 

平成19年8月3日（金）午後2時～午後5時 

                                 都庁第一本庁舎 42 階北側特別会議室 C 

 

 
  １ 開会挨拶 
 
  ２ 審議事項 

（１） 平成１８年度公立大学法人首都大学東京業務実績評価（案）の検討 
（２） 平成１８年度財務諸表等の承認についての意見聴取 
（３） 中期目標変更（案）についての意見聴取 

 
  ３ その他 
 
 
      
配布資料 
 １ 東京都地方独立行政法人評価委員会 公立大学分科会委員名簿 
 ２ 公立大学法人首都大学東京 平成１８年度評価について（概要）（素案） 
 ３ 平成１８年度 公立大学法人首都大学東京 業務実績評価 項目別評価（素案） 
 ４ 平成１８年度 公立大学法人首都大学東京 業務実績評価 全体評価（素案） 
５ 平成１８事業年度 財務諸表 （公立大学法人首都大学東京） 
６ 平成１８事業年度 事業報告書（公立大学法人首都大学東京） 
７ 平成１８事業年度 決算報告書（公立大学法人首都大学東京） 
８ 平成１８年度 公立大学法人首都大学東京の財務諸表の概要について（素案） 
９ 剰余金の概要及び利益処分案について（素案） 
１０ 中期目標の変更について 
１１ 中期目標新旧対比表  
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資料　１

事務局出席者名簿
平成19年7月6日現在 平成19年7月6日現在

松　本　　義　憲 東京都総務局首都大学支援部長

稲　葉　　　　薫 東京都総務局首都大学支援部大学調整課長

氏　　名 役　　職

（分科会長を除き、五十音順　敬称略）

東京都地方独立行政法人評価委員会　公立大学分科会　委員名簿

　東京大学理事（副学長）

　東京大学名誉教授

　東京慈恵会医科大学名誉教授

　日本公認会計士協会常務理事

所　　属

　東京電機大学学長

　株式会社ＮＴＴデータ相談役

　独立行政法人国民生活センター理事

役　　　職 氏　　名

委　　　　員

原　島　　文　雄

青　木　　利　晴

委　　　　員

分 科 会 長

委　　　　員

柴　崎　　信　三

西　尾　　茂　文

米　本　　恭　三

委　　　　員

委　　　　員 和　田　　義　博

委　　　　員

芳　賀　　　徹



　

１　全　般

２　評　価

　○　地方独立行政法人評価委員会（以下「本委員会」という。）は、地方独立行政法人法第２８条に基づく公立大学法人首都大学東京の年度評価を「公立大学法人首都大学東京の各事業年度の
　　　業務実績評価（年度評価）方針及び評価方法」（平成１９年３月２３日公立大学分科会一部改正）により実施
　○　法人から本委員会に提出された業務実績報告書及び法人に対するヒアリング等により、年度計画の実績について総合的に評価
　○　年度評価の結果を今後の法人運営及び大学運営に活用し中期計画の達成を図ること

１　総　評
○ 平成18年度は、法人運営・教育研究について新たな改善も加えられ、年度計画を概ね順調に実施しているもの
　と認められる。
○ 高等教育全般を見渡した観点から、中期計画の達成状況については、現在までの実施状況のみならず、６年間
　の計画に対してどこまで達成しているのかを示す必要がある。その上で、次期中期計画策定の準備を早急に進め
　ることが肝要である。

２　教育研究について（特色ある取組みなど）
○ 単位バンクシステム、都市教養プログラム、課題解決型情報教育、現場体験型インターンシップなど、特徴ある
　教育プログラムが作られ、教育の質の向上への努力は評価できる。一方で、分野によって改革の流れに一部濃淡
　が認められる。
○ 学生サポートセンターの設置や学修および就職カウンセラー制度は高く評価でき、学生の育成についての努力
を
　高く評価したい。ただ同時に、「自律性・主体性」についてより掘り下げた検討も必要である。
○ 首都大学東京におけるオープンキャンパス参加者数の増大や、アドミッションポリシーの公表により質の高い学生
　を選抜した実績は、広報体制の充実の成果と見られる。今後、産業技術大学院大学の広報の強化が必要である。
○ 産業技術大学院大学における全講義のビデオ収録などは、優れた教育システムとして高く評価する。

３　法人の業務運営（財務運営含む）状況について
○ 理事長及び学長のリーダーシップの下で法人と組織の仕組みを弾力化させ、戦略的で効率的な体制へ向けて、
　業務運営の基盤整備が進められたことについては、大きな成果が認められる。
○ 教職員の人事制度をめぐっては、「任期制」「年俸制」「業績評価」という柱を導入して、公正で透明度の高い仕組
　みへの転換が図られたことは評価できる。また、昨年度遅れの見られた裁量労働制の導入についても評価できる。
○ 経営の効率化（人件費及び経費の節減等）を進める中にも、教育研究の質の向上のために求められる、適正な
　教職員の配置や必要な経費については、充分な配慮が求められる。
○ 剰余金については、基本的には機動的に教育研究に投入されるべきであり、当該年度又は翌年度に再投入で
　きるような財務管理が不可欠である。社会的説明責任の果たせる体制を構築し、さらに部局別に全体の資金需要
　を把握しておく必要がある。今後は、法人であるメリットを十二分に活かし、経営のファンダメンタルズを強化してい
く
　ことを強く期待する。

４　今後の課題及び法人に対する要望など
○ 首都大学東京が発足以来掲げてきた使命のひとつは、東京という大都市が抱える政治・経済・文化機能と、東京
　都という自治体をも大きな経営資産と考え、教育研究にあたって有機的な連携を図り、より高いレベルで解決の方
　向と手法を見つけ出すことである。こうした大学の特色をもっと出すよう、一層の改善努力が必要である。
○ 中期計画のうち、教学面での改革については、既に一定の評価を得た部分もあることから、中期計画を見直し、

更なる目標に向かい、教育・研究及び法人運営を進めることを望む。併せて、これまでの評価を踏まえ、次期の中

全 体 評 価

公立大学法人首都大学東京 平成１８年度評価について（概要）(素案）

○「公立大学法人首都大学東京の各事業年度の業務実績評価（年度評価）方針及び評価方法」に基づき実施

評 価 方 法

ヒアリング実施

【年度評価】
①項目別評価
　年度計画の大項目ごとに事業の進捗状況・成果を４段階（１～４）で評価
②全体評価
　項目別評価結果を踏まえ、法人の中期計画の進行状況全体について評価

評価実施

評価結果
知事へ報告

法人へ通知

　【首都大学東京】
 ＜教育関連＞
  ・入学者選抜
  ・教育課程・教育方法（学部）
  ・教育課程・教育方法（大学院）
  ・教育の質の評価・改善
  ・学生サポートセンターの設置（★）
  ・学修に関する支援
  ・学生生活支援
  ・就職支援
  ・留学支援
  ・外国人留学生支援
  ・適応相談
  ・支援の検証
 ＜研究関連＞
  ・研究の内容（★）
  ・研究実施体制等の整備
 ＜社会貢献＞
　・産学公連携（★）
  ・都政との連携
  ・都民への知の還元

【産業技術大学院大学】
　＜教育関連＞
 ・教育の内容
 ・教育実施体制等の整備
 ・学生支援（★）
 ＜研究関連＞
 ・研究の内容
 ・研究実施体制等の整備
 ＜社会貢献＞
 ・中小企業活性化
 ・都民への知の還元
 ・高度専門技術者の育成

【都立４大学】
・教育の内容等
・学生支援

【法人運営】
・業務運営の改善（★）
・教育研究組織の見直し
・人事の適正化（★）
・事務等の効率化

【財務運営】
・外部資金等
・授業料等学生納付金
・オープンユニバーシティの事業収支
・経費の抑制
・資産の管理運用
・剰余金の適切な活用による戦略的な事業展開（★）

【自己点検・評価及び当該状況に係る情報提供】
・自己点検・評価及び当該状況に係る情報提供

【その他業務運営】
・広報活動の積極的展開
・情報公開等の推進
・施設設備の整備・活用等
・安全管理
・社会的責任

項 目 別 評 価

◎法人が策定した年度計画の大項目ごとに
　１～４の４段階で項目別評価を実施した。
　　１…　年度計画を順調に実施している。
　　２…　年度計画をおおむね順調に実施している。
　　３…　年度計画を十分に実施できていない。
　　４…　業務の大幅な改善、見直しが必要である。

◎評価の結果、大項目４３項目のうち、
　　１…７項目(★）、　２…３６項目、
　　３…０項目、　　  　４…０項目

評価案
東京都地方独立行政法人

評　価　委　員　会
（公立大学分科会）

公立大学法人首都大学東京

意見申し出の機会

業務実績報告書提出

東京都地方独立行政法人
評　価　委　員　会
（公立大学分科会）

公立大学法人
首都大学東京

資料　２


